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ま え が き 
 

 本資料シリーズは「欧州におけるキャリアガイダンス政策とその実践」として全３巻から

なる翻訳の第２分冊である。 

 第２分冊は、CEDEFOP（European Centre for the Development of Vocational Training：欧州職

業訓練開発センター）から、2008年に発刊された「Career development at work: A review of career 

guidance to support people in employment」を日本語訳したものである。その主な内容は、企業

を中心とした職場において、いかに在職者にキャリアガイダンスを提供するかをめぐる議論

である。 

 背景には、知識経済の発展とそこで働く知識労働者の増加を、今後、欧州全体で対応すべ

き課題と捉え、その中で、現在、職場で働く人々自身に従来以上に自らのキャリアを自ら管

理し、キャリア形成を行って行かなければならないといったニーズが生じており、したがっ

て、そうしたニーズに答えるべく、何らかの政策的な対応を行わなければならないという問

題意識がある。 

 そのため、本書においては、就業者に対していかにキャリアガイダンスを提供していくか

について、各国から先進的な好事例を持ち寄り、何が可能であり、どのような対策をうつ必

要があるのか、その可能性について詳しく議論を行っている。 

 具体的に、就業者に対するキャリアガイダンスの手段として論じられているのは、①雇用

主による企業内のキャリアガイダンス提供の支援、②労働組合、経営者団体、職能団体、業

界団体などの中間組織によるキャリアガイダンス提供の支援、③就業者に対する直接的な公

的キャリアガイダンスの提供の３つの方策である。この３つの方策のいずれについてもメ

リット・デメリットがあり、それぞれについて議論がなされている。 

 日本においても企業内のキャリアガイダンスは常に継続して議論されてきたが、こうした

議論はこれまで日本においては十分に紹介されることが多くなかった。欧州において先行し

て議論されている内容をふまえ、新たに日本のキャリア環境に置き換えて考えることによっ

て、また違った視点から企業内のキャリアガイダンスを考えることが可能となるものと期待

される。 

 我が国における今後のキャリアガイダンス施策の議論の一助となれば幸いである。 
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